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方
税
法
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改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
五
号
）

要
旨
　
　
本
法
律
案
は
、
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
等
に
即
応
し
た
税
制
全
般

　
に
わ
た
る
改
革
の
一
環
と
し
て
住
民
負
担
の
軽
減
及
び
合
理
化
等
を

　
行
お
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
衆
議
院
に
お
い
て
勤
労
者
財
産
形

　
成
住
宅
貯
蓄
等
に
係
る
住
民
税
の
利
子
割
を
非
課
税
と
す
る
こ
と
、

　
利
子
割
の
改
正
の
施
行
を
昭
和
六
十
三
年
四
月
一
日
と
す
る
こ
と
等

の
修
正
が
行
わ
れ
て
お
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
つ
い
て
、
税
率
の
累

　
進
構
造
の
緩
和
を
図
る
た
め
、
両
税
を
合
わ
せ
た
最
低
税
率
を
五

　
％
（
現
行
四
・
五
％
）
、
最
高
税
率
を
一
六
％
（
現
行
一
八
％
）
、
税

　
率
の
適
用
課
税
所
得
区
分
を
七
段
階
（
現
行
十
四
段
階
）
と
す
る
。

　
　
な
お
、
こ
れ
ら
の
改
正
は
昭
和
六
十
三
年
度
及
び
六
十
四
年
度

　
に
実
施
す
る
。

二
、
個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
つ
い
て
、
昭
和
六
十



　
三
年
度
か
ら
基
礎
控
除
額
、
配
偶
者
控
除
額
及
び
扶
養
控
除
額
を

　
そ
れ
ぞ
れ
二
十
八
万
円
（
現
行
二
十
六
万
円
）
に
引
き
上
げ
る
ほ

　
か
、
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
八
百
万
円
以
下
の
者
の
配
偶
者
に

　
つ
い
て
十
四
万
円
を
限
度
（
配
偶
者
に
所
得
が
あ
る
場
合
に
調
整
）

　
と
す
る
配
偶
者
特
別
控
除
を
創
設
す
る
。

三
、
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
つ
い
て
、
昭
和
六
十
二
年
十

　
月
一
日
か
ら
昭
和
六
十
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
、
個
人

　
が
所
有
期
間
二
年
以
下
の
超
短
期
所
有
の
土
地
等
の
譲
渡
を
し
た

　
場
合
、
そ
の
事
業
所
得
等
に
つ
き
現
行
よ
り
重
課
す
る
制
度
を
設

　
け
る
。

四
、
道
府
県
民
税
に
お
い
て
、
昭
和
六
十
三
年
度
か
ら
老
人
、
母
子

　
家
庭
、
障
害
者
、
勤
労
者
財
産
形
成
住
宅
貯
蓄
及
び
勤
労
者
財
産

　
形
成
年
金
貯
蓄
に
対
す
る
利
子
非
課
税
制
度
に
係
る
も
の
を
除
く

　
利
子
等
及
び
金
融
類
似
商
品
の
収
益
に
つ
い
て
利
子
割
を
設
け
、

　
そ
の
税
率
を
五
％
と
す
る
ほ
か
、
個
人
に
係
る
利
子
割
額
に
相
当

　
す
る
額
の
五
分
の
三
を
都
道
府
県
か
ら
市
町
村
に
対
し
交
付
す
る

　
こ
と
と
す
る
。

五
、
事
業
税
に
つ
い
て
、
配
偶
者
に
係
る
白
色
申
告
者
の
事
業
専
従

　
者
控
除
の
控
除
限
度
額
を
昭
和
六
十
三
年
度
か
ら
六
十
万
円
（
現

　
行
四
十
五
万
円
）
に
引
き
上
げ
る
。

　
六
、
道
府
県
た
ば
こ
消
費
税
及
び
市
町
村
た
ば
こ
消
費
税
に
つ
い
て
、

　
　
昭
和
六
十
一
年
度
に
講
じ
ら
れ
た
税
率
等
の
特
例
措
置
を
昭
和
六

　
　
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
延
長
す
る
。

　
　
以
上
の
ほ
か
、
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
、
電
気
税
等
に
お

　
　
い
て
所
要
の
措
置
を
講
じ
る
。

　
　
な
お
、
施
行
期
日
は
、
昭
和
六
十
三
年
度
分
及
び
六
十
四
年
度
以

　
後
の
年
度
分
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
税
率
改

　
正
、
基
礎
控
除
・
配
偶
者
控
除
・
扶
養
控
除
の
額
の
引
き
上
げ
、
配

　
偶
者
特
別
控
除
の
創
設
、
超
短
期
所
有
土
地
の
譲
渡
等
に
係
る
事
業

　
所
得
等
の
課
税
の
特
例
、
道
府
県
民
税
利
子
割
に
関
す
る
改
正
等
に

　
つ
い
て
は
昭
和
六
十
三
年
四
月
一
日
、
道
府
県
た
ば
こ
消
費
税
及
び

　
市
町
村
た
ば
こ
消
費
税
の
税
率
等
の
特
例
措
置
の
延
長
に
つ
い
て
は

　
昭
和
六
十
二
年
十
月
一
日
で
あ
る
。

委
員
長
報
告

　
　
次
ペ
ー
ジ
参
照



地
方
交
付
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
六
号
）

要
旨

　
　
本
法
律
案
の
主
な
内
容
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
一
、
昭
和
六
十
二
年
度
分
の
地
方
交
付
税
の
総
額
は
、
地
方
交
付
税

　
　
法
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
額
（
所
得
税
、
法
人

　
　
税
及
び
酒
税
の
収
入
見
込
額
は
一
般
会
計
の
当
初
予
算
に
計
上
さ

　
　
れ
た
額
と
し
、
昭
和
六
十
一
年
度
精
算
分
の
う
ち
加
算
す
る
額
は

　
　
五
千
七
百
六
億
円
と
す
る
。
）
十
兆
二
千
二
十
六
億
八
千
七
百
万
円

　
　
に
、
交
付
税
及
び
譲
与
税
配
付
金
特
別
会
計
剰
余
金
の
活
用
額
五

　
　
百
十
億
円
及
び
特
例
措
置
額
三
千
三
百
十
七
億
八
千
万
円
を
加
算

　
　
し
た
額
か
ら
借
入
金
等
利
子
充
当
分
三
千
四
百
六
十
一
億
円
を
控

　
　
除
し
た
額
と
す
る
（
以
上
の
措
置
に
よ
り
、
地
方
交
付
税
の
総
額

　
　
は
、
十
兆
二
千
三
百
九
十
三
億
六
千
七
百
万
円
と
な
る
。
）
。

　
二
、
基
準
財
政
需
要
額
の
算
定
方
法
を
改
正
し
、
経
常
経
費
に
係
る

　
　
国
庫
補
助
負
担
率
の
引
き
下
げ
等
に
伴
い
増
加
す
る
経
費
に
対
し

　
　
所
要
の
財
源
を
措
置
し
、
あ
わ
せ
て
、
生
活
保
護
基
準
の
引
き
上

　
　
げ
、
老
人
保
健
施
策
等
高
齢
化
へ
の
対
応
に
係
る
経
費
の
充
実
等

　
　
福
祉
施
策
に
要
す
る
経
費
、
教
職
員
定
数
の
改
善
、
教
育
施
設
の

　
　
整
備
、
私
学
助
成
等
教
育
施
策
に
要
す
る
経
費
、
公
園
、
清
掃
施

　
　
設
、
市
町
村
道
、
下
水
道
等
住
民
の
生
活
に
直
結
す
る
公
共
施
設

　
　
の
整
備
及
び
維
持
管
理
に
要
す
る
経
費
、
消
防
救
急
対
策
、
公
害

　
　
対
策
等
に
要
す
る
経
費
、
地
域
の
活
性
化
の
促
進
に
要
す
る
経
費
、

　
　
国
際
化
へ
の
対
応
に
要
す
る
経
費
の
財
源
を
措
置
す
る
と
と
も
に
、

　
　
投
資
的
経
費
に
つ
い
て
、
地
方
債
振
替
後
の
所
要
経
費
の
財
源
を

　
　
措
置
し
、
ま
た
、
昭
和
六
十
二
年
度
の
補
正
予
算
に
よ
り
増
額
さ

　
　
れ
た
公
共
事
業
等
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず

　
　
る
こ
と
と
す
る
。

委
員
長
報
告

　
　
た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
二
法
律
案
に
つ
い
て
、
委
員
会
に

　
お
け
る
審
査
の
経
過
及
び
結
果
を
御
報
告
い
た
し
ま
す
。

　
　
ま
ず
、
地
方
交
付
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
は
、
当
初
予

　
算
に
計
上
さ
れ
た
地
方
交
付
税
の
総
額
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
補

　
正
予
算
に
基
づ
く
追
加
公
共
事
業
等
の
実
施
の
た
め
の
一
般
財
源
所

　
要
額
三
千
五
百
億
円
を
地
方
交
付
税
の
総
額
と
し
て
増
額
す
る
こ
と
、

　
後
年
度
の
総
額
に
つ
い
て
も
所
要
の
加
算
措
置
を
講
ず
る
こ
と
、
ま

　
た
、
国
庫
補
助
負
担
率
の
引
き
下
げ
、
生
活
保
護
基
準
の
引
き
上
げ
、

　
公
共
事
業
の
追
加
等
に
伴
つ
て
必
要
と
な
る
経
費
の
財
源
を
措
置
す

　
る
た
め
、
基
準
財
政
需
要
額
の
算
定
方
法
を
改
正
す
る
こ
と
等
を
主



な
内
容
と
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　
次
に
地
方
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
は
、
個
人
の
住
民
税

に
つ
い
て
中
堅
所
得
者
層
を
中
心
と
し
た
負
担
の
軽
減
合
理
化
を
図

る
観
点
か
ら
、
税
率
構
造
の
緩
和
、
基
礎
控
除
額
等
の
引
き
上
げ
を

行
う
と
と
も
に
、
配
偶
者
特
別
控
除
の
創
設
を
行
う
こ
と
、
道
府
県

民
税
に
お
い
て
、
老
人
等
に
対
す
る
利
子
非
課
税
制
度
に
係
る
も
の

を
除
く
利
子
等
に
つ
い
て
利
子
割
を
設
け
、
そ
の
税
率
を
五
％
と
す

る
ほ
か
、
個
人
に
係
る
利
子
割
額
に
相
当
す
る
額
の
五
分
の
三
を
都

道
府
県
か
ら
市
町
村
に
交
付
す
る
こ
と
、
道
府
県
た
ば
こ
消
費
税
及

び
市
町
村
た
ば
こ
消
費
税
の
税
率
等
の
特
例
措
置
の
延
長
を
行
う
こ

と
等
を
主
な
内
容
と
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　
委
員
会
に
お
き
ま
し
て
は
、
政
府
の
趣
旨
説
明
及
び
地
方
税
法
改

正
案
に
つ
い
て
衆
議
院
に
お
け
る
修
正
の
趣
旨
説
明
を
聴
取
し
た
後
、

以
上
両
法
律
案
を
一
括
議
題
と
し
て
審
議
を
す
す
め
、
地
方
交
付
税

総
額
の
安
定
確
保
、
地
方
財
政
対
策
の
補
正
措
置
、
地
方
財
政
に
お

け
る
公
債
費
負
担
の
増
嵩
問
題
、
固
定
資
産
税
の
評
価
替
え
と
負
担

調
整
、
住
民
税
の
課
税
最
低
限
と
非
課
税
限
度
額
と
の
関
連
等
の
諸

問
題
に
つ
い
て
熱
心
な
質
疑
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
質
疑
を
終
局
し
、
日
本
社
会
党
・
護
憲
共
同
、
公
明
党
・
国
民
会

議
及
び
民
社
党
・
国
民
連
合
共
同
提
案
に
よ
る
地
方
税
法
改
正
案
に

対
す
る
修
正
案
に
つ
い
て
、
提
案
者
を
代
表
し
て
佐
藤
委
員
よ
り
趣

旨
説
明
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
次
い
で
、
両
法
律
案
及
び
修
正
案
を
一
括
し
て
討
論
に
入
り
ま
し

た
と
こ
ろ
、
日
本
社
会
党
・
護
憲
共
同
を
代
表
し
て
佐
藤
委
員
、
公

明
党
・
国
民
会
議
を
代
表
し
て
片
上
委
員
、
民
社
党
・
国
民
連
合
を

代
表
し
て
抜
山
委
員
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
地
方
交
付
税
法
改
正
案
及
び

地
方
税
法
改
正
案
に
反
対
、
修
正
案
に
賛
成
、
自
由
民
主
党
を
代
表

し
て
出
口
委
員
よ
り
地
方
交
付
税
法
改
正
案
及
び
地
方
税
法
改
正
案

に
賛
成
、
修
正
案
に
反
対
、
日
本
共
産
党
を
代
表
し
て
神
谷
委
員
よ

り
地
方
交
付
税
法
改
正
案
、
地
方
税
法
改
正
案
及
び
修
正
案
に
反
対

の
意
見
が
述
べ
ら
れ
ま
し
た
。

　
討
論
を
終
わ
り
、
ま
ず
、
地
方
交
付
税
法
改
正
案
に
つ
い
て
採
決

を
行
い
ま
し
た
と
こ
ろ
、
本
法
律
案
は
多
数
を
も
つ
て
原
案
ど
お
り

可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
い
た
し
ま
し
た
。

　
次
い
で
、
地
方
税
法
改
正
案
に
つ
い
て
採
決
を
行
い
ま
し
た
と
こ

ろ
、
修
正
案
は
賛
成
少
数
を
も
つ
て
否
決
さ
れ
、
本
法
律
案
は
多
数

を
も
つ
て
原
案
ど
お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
い
た
し
ま
し
た
。

　
な
お
、
両
法
律
案
に
対
し
、
そ
れ
ぞ
れ
附
帯
決
議
が
付
さ
れ
て
お

り
ま
す
。

　
以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。
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